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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）下記一般式（１）
【化１】

（式中、Ｒ1は、互いに独立して炭素原子数１～２０の一価炭化水素基を表し、Ｒ2は、炭
素原子数１～２０のアルキレン基を表し、Ｒ3は、アクリロイルオキシアルキル基、メタ
クリロイルオキシアルキル基、アクリロイルオキシアルキルオキシ基、またはメタクリロ
イルオキシアルキルオキシ基を表し、ｐは、０≦ｐ≦１０を満たす数を表し、ａは、１≦
ａ≦３を満たす数を表す。）
で示される基を１分子中に２個有し、主鎖がジオルガノシロキサン単位の繰り返しからな
る直鎖状（主鎖の一部に分岐を有する直鎖状を含む）または分岐鎖状のオルガノポリシロ
キサン：１００質量部、
（Ｂ）シロキサン構造を含まない単官能（メタ）アクリレート化合物：１～５００質量部
、
（Ｃ）（ａ）Ｒ4

3ＳｉＯ1/2単位（式中、Ｒ4は、炭素原子数１～１０の一価炭化水素基を
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表す。）と（ｂ）ＳｉＯ4/2単位からなり、（ａ）単位と（ｂ）単位とのモル比が０．６
～１．２：１の範囲にあるオルガノポリシロキサンレジン：１～５，０００質量部、
（Ｄ）微粉末シリカ：１～１００質量部、および
（Ｅ）光重合開始剤：０．０１～２０質量部
を含有してなることを特徴とする紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物。
【請求項２】
　２３℃において、回転数２ｒｐｍの粘度Ａと回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂとの比（チクソ
比）がＡ／Ｂ＝１．１～１０である請求項１記載の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物
。
【請求項３】
　前記回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂが、１０～５，０００Ｐａ・ｓの範囲である請求項１ま
たは２記載の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項記載の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物の硬化物。
【請求項５】
　請求項４記載の硬化物からなる粘着剤。
【請求項６】
　請求項４記載の硬化物からなる粘着シート。
【請求項７】
　請求項４記載の硬化物からなる微小構造体転写用スタンプ。
【請求項８】
　少なくとも１つの突起構造を有する請求項７記載の微小構造体転写用スタンプ。
【請求項９】
　請求項７または８記載の微小構造体転写用スタンプを備えた微小構造体転写装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物およびその硬化物に関し、さらに詳述
すると、物体を移送するための仮固定材に好適に使用できる、紫外線硬化型シリコーン粘
着剤組成物およびその硬化物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォン、液晶ディスプレー、車載部品等に代表されるようなエレクトロ
ニクス機器には、高性能化のみならず、省スペース化、省エネルギー化も同時に求められ
ている。そのような社会的要請に応じて搭載される電気電子部品も益々小型化・微細化し
ており、その組立工程も年々複雑化し、困難になっている。
【０００３】
　このような微細化した素子や部品を選択的かつ一度に移送可能な技術が近年開発され、
注目を浴びている（非特許文献１）。
　この技術は、マイクロ・トランスファー・プリンティング技術と呼ばれ、エラストマー
の粘着力で微細な部品を一遍にピックアップし、より粘着力の強い所望の場所に移送させ
るという技術である。
【０００４】
　マイクロ・トランスファー・プリンティング材料としては、シリコーン粘着剤組成物を
基材等にスピンコーティングやスクリーン印刷等により塗布した後に硬化させた粘着性物
品が利用される。
【０００５】
　この用途に用いる粘着材料としてシリコーンエラストマーが知られており、加熱硬化型
の無溶剤型シリコーン系粘着剤が多く提案されている（特許文献１～３）。
　しかし、加熱硬化型の無溶剤シリコーン粘着剤を用いると、加熱硬化後に室温まで冷却
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した時に硬化物が収縮してしまい、塗布パターンの寸法誤差が大きくなってしまうという
問題がある。
【０００６】
　このような材料の収縮を抑えるため、紫外線照射により室温にて短時間で硬化可能なシ
リコーン樹脂の開発も行われている（特許文献４）。
　しかし、材料を所望のパターンに塗布後、次工程へ移動する際や時間の経過とともに材
料が流動してしまい、硬化後に目的の形状を有する粘着性物品が得られないという課題が
あった。また、シリコーン素材自体が有する粘着力を利用するものであるため粘着力が不
十分であり、適用可能な素子や部品が限られるという問題があった。
　そのため、紫外線照射により室温にて短時間で硬化可能であることに加え、優れた形状
保持性と粘着力を有する紫外線硬化型粘着シリコーン材料が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第５８２５７３８号公報
【特許文献２】特許第２６３１０９８号公報
【特許文献３】特許第５２３４０６４号公報
【特許文献４】特許第５９８９４１７号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】JOHN A. ROGERS、「Transfer printing by kinetic control of adhesi
on to an elastometric stamp」, nature materials, Nature Publishing Group， 平成
１７年１２月１１日、第６巻、ｐ．３３－３８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記事情に鑑みなされたもので、形状保持性および硬化性が良好で、仮固定
材として優れた粘着性を有する硬化物を与える紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物およ
びその硬化物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記目的を達成するため鋭意検討を行った結果、特定の（メタ）アクリ
ロイルオキシ含有基を有するオルガノポリシロキサン、シロキサン構造を含まない単官能
（メタ）アクリレート化合物、所定のオルガノポリシロキサンレジン、およびチクソ性付
与剤として微粉末シリカを用いることにより、所望の形状を保持しつつ紫外線照射により
速やかに硬化し、かつ良好な粘着性を有する紫外線硬化型シリコーン組成物が得られるこ
とを見出し、本発明を完成した。
【００１１】
　すなわち、本発明は、
１．　（Ａ）下記一般式（１）
【化１】

（式中、Ｒ1は、互いに独立して炭素原子数１～２０の一価炭化水素基を表し、Ｒ2は、酸
素原子または炭素原子数１～２０のアルキレン基を表し、Ｒ3は、アクリロイルオキシア
ルキル基、メタクリロイルオキシアルキル基、アクリロイルオキシアルキルオキシ基、ま
たはメタクリロイルオキシアルキルオキシ基を表し、ｐは、０≦ｐ≦１０を満たす数を表
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し、ａは、１≦ａ≦３を満たす数を表す。）
で示される基を１分子中に２個有するオルガノポリシロキサン：１００質量部、
（Ｂ）シロキサン構造を含まない単官能（メタ）アクリレート化合物：１～５００質量部
、
（Ｃ）（ａ）Ｒ4

3ＳｉＯ1/2単位（式中、Ｒ4は、炭素原子数１～１０の一価炭化水素基を
表す。）と（ｂ）ＳｉＯ4/2単位からなり、（ａ）単位と（ｂ）単位とのモル比が０．６
～１．２：１の範囲にあるオルガノポリシロキサンレジン：１～５，０００質量部、
（Ｄ）微粉末シリカ：１～１００質量部、および
（Ｅ）光重合開始剤：０．０１～２０質量部
を含有してなることを特徴とする紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物、
２．　２３℃において、回転数２ｒｐｍの粘度Ａと回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂとの比（チ
クソ比）がＡ／Ｂ＝１．１～１０である１の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物、
３．　前記回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂが、１０～５，０００Ｐａ・ｓの範囲である１また
は２の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物、
４．　１～３のいずれかの紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物の硬化物、
５．　４の硬化物からなる粘着剤、
６．　４の硬化物からなる粘着シート、
７．　４の硬化物からなる微小構造体転写用スタンプ、
８．　少なくとも１つの突起構造を有する７の微小構造体転写用スタンプ、
９．　７または８の微小構造体転写用スタンプを備えた微小構造体転写装置
を提供する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の粘着性紫外線硬化型シリコーンゴム組成物は、塗布時の形状保持性および硬化
性が良好で、かつその硬化物は仮固定材として優れた粘着性を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の微小構造体転写用スタンプの一例を示す概略図である。
【図２】本発明の微小構造体転写用スタンプの一例を示す概略図である。
【図３】本発明の微小構造体転写用スタンプの製造方法の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明について具体的に説明する。
　本発明に係る紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、（Ａ）下記一般式（１）で示さ
れる基を１分子中に２個有するオルガノポリシロキサン：１００質量部、
（Ｂ）シロキサン構造を含まない単官能（メタ）アクリレート化合物：１～５００質量部
、
（Ｃ）（ａ）Ｒ4

3ＳｉＯ1/2単位（式中、Ｒ4は、炭素原子数１～１０の非置換もしくは置
換の一価炭化水素基を表す。）と（ｂ）ＳｉＯ4/2単位からなり、（ａ）単位と（ｂ）単
位とのモル比が０．６～１．２：１の範囲にあるオルガノポリシロキサンレジン：１～５
，０００質量部、
（Ｄ）微粉末シリカ：１～１００質量部、および
（Ｅ）光重合開始剤：０．０１～２０質量部
を含有してなることを特徴とする。
【００１５】
（Ａ）オルガノポリシロキサン
　本発明に使用される（Ａ）成分は、本組成物の架橋成分であり、下記一般式（１）で示
される基を１分子中に２個有し、主鎖が実質的にジオルガノシロキサン単位の繰返しから
なるオルガノポリシロキサンである。
【００１６】
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【化２】

【００１７】
　式（１）において、Ｒ1は、互いに独立して炭素原子数１～２０の一価炭化水素基、好
ましくは、脂肪族不飽和基を除く、炭素原子数１～１０、より好ましくは１～８の一価炭
化水素基を表し、Ｒ2は、酸素原子または炭素原子数１～２０、好ましくは１～１０、よ
り好ましくは１～５のアルキレン基を表し、Ｒ3は、アクリロイルオキシアルキル基、メ
タクリロイルオキシアルキル基、アクリロイルオキシアルキルオキシ基、またはメタクリ
ロイルオキシアルキルオキシ基を表し、ｐは、０≦ｐ≦１０を満たす数を表し、ａは、１
≦ａ≦３を満たす数を表す。
【００１８】
　式（１）において、Ｒ1の炭素原子数１～２０の一価炭化水素基は、直鎖、分岐、環状
のいずれでもよく、その具体例としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル
、ｎ－ブチル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ヘキシル、シクロヘキシル、ｎ－オ
クチル、２－エチルヘキシル、ｎ－デシル基等のアルキル基；ビニル、アリル（２－プロ
ペニル）、１－プロペニル、イソプロペニル、ブテニル基等のアルケニル基；フェニル、
トリル、キシリル、ナフチル基等のアリール基；ベンジル、フェニルエチル、フェニルプ
ロピル基等のアラルキル基などが挙げられる。
　また、これら一価炭化水素基の炭素原子に結合した水素原子の一部または全部は、その
他の置換基で置換されていてもよく、その具体例としては、クロロメチル、ブロモエチル
、トリフルオロプロピル、シアノエチル基等のハロゲン置換炭化水素基や、シアノ置換炭
化水素基などが挙げられる。
　これらの中でも、Ｒ1としては、炭素原子数１～５のアルキル基、フェニル基が好まし
く、メチル基、エチル基、フェニル基がより好ましい。
【００１９】
　また、Ｒ2の炭素原子数１～２０のアルキレン基は、直鎖、分岐、環状のいずれでもよ
く、その具体例としては、メチレン、エチレン、プロピレン、トリメチレン、テトラメチ
レン、イソブチレン、ペンタメチレン、ヘキサメチレン、ヘプタメチレン、オクタメチレ
ン、ノナメチレン、デシレン基等が挙げられる。
　これらの中でも、Ｒ2としては、酸素原子、メチレン、エチレン、トリメチレン基が好
ましく、酸素原子またはエチレン基がより好ましい。
【００２０】
　さらに、Ｒ3のアクリロイルオキシアルキル基、メタクリロイルオキシアルキル基、ア
クリロイルオキシアルキルオキシ基、またはメタクリロイルオキシアルキルオキシ基にお
けるアルキル（アルキレン）基の炭素数としては、特に限定されるものではないが、１～
１０が好ましく、１～５がより好ましい。これらアルキル基の具体例としては、上記Ｒ1

で例示した基のうち、炭素原子数１～１０のものが挙げられる。
　Ｒ3の具体例としては、下記式で示されるものが挙げられるが、これらに限定されるも
のではない。
【００２１】

【化３】

（式中、ｂは、１≦ｂ≦４を満たす数を表し、Ｒ5は、炭素原子数１～１０のアルキレン
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【００２２】
　上記ｐは、０≦ｐ≦１０を満たす数を表すが、０または１が好ましく、ａは、１≦ａ≦
３を満たす数を表すが、１または２が好ましい。
【００２３】
　本発明で用いる（Ａ）成分のオルガノポリシロキサン分子中における上記一般式（１）
で示される基の結合位置は、分子鎖末端であっても、分子鎖非末端（すなわち、分子鎖途
中または分子鎖側鎖）であっても、あるいはこれらの両方であってもよいが、柔軟性の面
では末端のみに存在することが望ましい。
【００２４】
　（Ａ）成分のオルガノポリシロキサン分子中において、上記一般式（１）で示される基
以外のケイ素原子に結合した有機基は、例えば、上記Ｒ1と同様の基が挙げられ、特に、
脂肪族不飽和基を除く炭素数１～１２、好ましくは１～１０の一価炭化水素基が好ましい
。
　これらの具体例としては、上記Ｒ1で例示した基と同様のものが挙げられるが、合成の
簡便さから、アルキル基、アリール基、ハロゲン化アルキル基が好ましく、メチル基、フ
ェニル基、トリフロロプロピル基がより好ましい。
【００２５】
　また、（Ａ）成分の分子構造は、基本的に、主鎖がジオルガノシロキサン単位の繰返し
からなる直鎖状または分岐鎖状（主鎖の一部に分岐を有する直鎖状を含む）であり、特に
、分子鎖両末端が上記一般式（１）で示される基で封鎖された直鎖状のジオルガノポリシ
ロキサンが好ましい。
　（Ａ）成分は、これらの分子構造を有する単一の重合体、これらの分子構造からなる共
重合体、またはこれらの重合体の２種以上の混合物であってもよい。
【００２６】
　（Ａ）成分のオルガノポリシロキサンの２５℃における粘度は、組成物の作業性や硬化
物の力学特性をより向上させることを考慮すると、１０～１００，０００ｍＰａ・ｓが好
ましく、１０～５０，０００ｍＰａ・ｓがより好ましい。この粘度範囲は、通常、直鎖状
オルガノポリシロキサンの場合、数平均重合度で、約１０～２，０００、好ましくは約５
０～１，１００程度に相当するものである。なお、本発明において、粘度は回転粘度計（
例えば、ＢＬ型、ＢＨ型、ＢＳ型、コーンプレート型、レオメーター等）により測定でき
る（以下、同様）。
　本発明において、重合度（または分子量）は、例えば、トルエン等を展開溶媒として、
ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）分析におけるポリスチレン換算の数平
均重合度（または数平均分子量）として求めることができる（以下、同様）。
【００２７】
　（Ａ）成分のオルガノポリシロキサンの具体例としては、下記（２）～（４）で示され
るものが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２８】



(7) JP 6901003 B2 2021.7.14

10

20

30

40

50

【化４】

（式中、Ｒ1、Ｒ5、およびｂは、上記と同じ意味を表し、ｎは、上記オルガノポリシロキ
サンの粘度を上記値とする数であるが、１～８００が好ましく、５０～６００がより好ま
しい。）
【００２９】
　このようなオルガノポリシロキサンは、公知の方法で製造することができる。例えば、
上記式（２）で表されるポリシロキサンは、両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチ
ルシロキサン・ジフェニルシロキサン共重合体とクロロジメチルシランとのヒドロシリル
化反応物に２－ヒドロキシエチルアクリレートを反応させて得ることができる。
　上記式（３）で表されるオルガノポリシロキサンは、両末端ジメチルビニルシロキシ基
封鎖ジメチルシロキサン・ジフェニルシロキサン共重合体と３－（１，１，３，３－ テ
トラメチルジシロキサニル）プロピルメタクリラート（ＣＡＳ　Ｎｏ．９６４７４－１２
－３）とのヒドロシリル化反応物として得られる。
　上記式（４）で表されるオルガノポリシロキサンは、両末端ジメチルビニルシロキシ基
封鎖ジメチルシロキサン・ジフェニルシロキサン共重合体とジクロロメチルシランとのヒ
ドロシリル化反応物に２－ヒドロキシエチルアクリレートを反応させて得ることができる
。
【００３０】
（Ｂ）シロキサン構造を含まない単官能（メタ）アクリレート化合物
　シロキサン構造を含まない単官能（メタ）アクリレート化合物（Ｂ）の具体例としては
、イソアミルアクリレート、ラウリルアクリレート、ステアリルアクリレート、エトキシ
－ジエチレングリコールアクリレート、メトキシ－トリエチレングリコールアクリレート
、２－エチルヘキシル－ジグリコールアクリレート、フェノキシエチルアクリレート、フ
ェノキシジエチレングリコールアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、イ
ソボルニルアクリレート等が挙げられ、これらは単独で用いても２種以上混合して用いて
もよい。
　これらの中でも、特にイソボルニルアクリレートが好ましい。
【００３１】
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　本発明において、上記（Ｂ）成分の単官能（メタ）アクリレート化合物の添加量は、（
Ａ）成分１００質量部に対して、１～５００質量部の範囲である。（Ｂ）成分の添加量が
（Ａ）成分１００質量部に対して１質量部未満であると、組成物の硬化性、硬化物の強度
や粘着性が不足する。一方、（Ｂ）成分の添加量を増やすことにより組成物全体の粘度を
調整することができるが、添加量が（Ａ）成分１００質量部に対して５００質量部を超え
ると、硬化物の硬度が必要以上に高くなり、所望の粘着性が得られなくなる。
　特に、（Ｂ）成分の添加量は、（Ａ）成分１００質量部に対し、１０～２００質量部が
好ましい。
【００３２】
（Ｃ）オルガノポリシロキサンレジン
　（Ｃ）成分は、硬化物に粘着性を付与する成分であり、（ａ）Ｒ4

3ＳｉＯ1/2単位（式
中、Ｒ4は、炭素原子数１～１０の一価炭化水素基である）と（ｂ）ＳｉＯ4/2単位からな
り、（ａ）単位と（ｂ）単位のモル比が０．６～１．２：１の範囲にあるオルガノポリシ
ロキサンレジンである。
　Ｒ4における炭素原子数１～１０の一価炭化水素基の具体例としては、上記Ｒ1で例示し
た基のうち、炭素原子数１～１０のものが挙げられるが、中でもメチル、エチル、ｎ－プ
ロピル、ｎ－ブチル基等の炭素原子数２～６のアルキル基；フェニル、トリル基等の炭素
原子数６～１０のアリール基、ベンジル基等の炭素原子数７～１０のアラルキル基；ビニ
ル基、アリル基、ブテニル基等の炭素原子数２～６のアルケニル基などが好ましい。
　なお、上記Ｒ4の一価炭化水素基も、Ｒ1と同様に、炭素原子に結合した水素原子の一部
または全部が、上述したその他の置換基で置換されていてもよい。
【００３３】
　本発明の（Ｃ）成分では、（ａ）Ｒ4

3ＳｉＯ1/2単位（Ｍ単位）と（ｂ）ＳｉＯ4/2単位
（Ｑ単位）のモル比がＭ単位：Ｑ単位＝０．６～１．２：１であるが、Ｍ単位のモル比が
０．６未満になると、硬化物の粘着力やタック性が低下することがあり、１．２を超える
と、硬化物の粘着力や保持力が低下することがある。
　硬化物の粘着力、保持力およびタック性をより適切な範囲とすることを考慮すると、Ｍ
単位とＱ単位のモル比は、Ｍ単位：Ｑ単位＝０．７～１．２：１が好ましい。
【００３４】
　（Ｃ）成分のオルガノポリシロキサンレジンの添加量は、上記（Ａ）成分１００質量部
に対して１～５，０００質量部の範囲であるが、１０～１，０００質量部が好ましく、１
００～５００質量部がより好ましい。
【００３５】
（Ｄ）微粉末シリカ
　（Ｄ）成分は、主に組成物にチクソ性を付与する成分であり、ヒュームドシリカ（乾式
シリカ）や沈殿シリカ（湿式シリカ）が挙げられるが、ヒュームドシリカ（乾式シリカ）
が好ましい。また、（Ｄ）成分を配合することで硬化物の硬度を高め、部品等を移送する
際の位置ずれを抑制する効果もある。
　（Ｄ）成分の比表面積は、特に限定されるものではないが、５０～４００ｍ2／ｇが好
ましく、１００～３５０ｍ2／ｇがより好ましい。比表面積が５０ｍ2／ｇ未満であると、
組成物のチクソ性が不十分となる場合があり、また４００ｍ2／ｇを超えると、組成物の
粘度が過剰に高くなり、作業性が悪くなる場合がある。なお、比表面積は、ＢＥＴ法によ
る測定値である。
　この（Ｄ）成分の微粉末シリカは、１種単独で用いても、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００３６】
　これら微粉末シリカは、そのまま用いても構わないが、表面疎水化処理剤で処理したも
のを用いてもよい。
　この場合、予め表面処理剤で処理した微粉末シリカを用いても、微粉末シリカの混練時
に表面処理剤を添加し、混練と表面処理を同時に行ってもよい。
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　これら表面処理剤は、アルキルアルコキシシラン、アルキルクロロシラン、アルキルシ
ラザン、シランカップリング剤等が挙げられ、これらは、１種単独で用いても、２種以上
を同時に、または異なるタイミングで用いてもよい。
【００３７】
　本発明の組成物において、（Ｄ）成分の添加量は、上記（Ａ）成分１００質量部に対し
て１～１００質量部の範囲であるが、５～８０質量部が好ましく、１０～５０質量部がよ
り好ましい。
　（Ｄ）成分の添加量が１質量部未満では十分なチクソ性が発現せず、形状保持性に劣る
。添加量が１００質量部を超えると、組成物の粘度が高くなり過ぎ、著しく作業性が悪く
なる。
【００３８】
（Ｅ）光重合開始剤
　本発明で使用可能な光重合開始剤の具体例としては、２，２－ジエトキシアセトフェノ
ン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃ
ｕｒｅ　６５１）、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（ＢＡＳＦ製Ｉ
ｒｇａｃｕｒｅ　１８４）、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１
－オン（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１１７３）、２－ヒドロキシ－１－｛４－［４－
（２－ヒドロキシ－２－メチループロピオニル）－ベンジル］－フェニル｝－２－メチル
ープロパン－１－オン（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１２７）、フェニルグリオキシリ
ックアシッドメチルエステル（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　ＭＢＦ）、２－メチル－１
－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－オン（ＢＡＳＦ製
Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７）、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォ
リノフェニル）－１－ブタノン（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９）、ビス（２，４
，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａ
ｃｕｒｅ　８１９）、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオ
キサイド（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　ＴＰＯ）等が挙げられ、これらは単独で用いて
も、２種以上組み合わせて用いてもよい。
　これらの中でも、（Ａ）成分との相溶性の観点から、２，２－ジエトキシアセトフェノ
ン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン（ＢＡＳＦ製Ｉｒ
ｇａｃｕｒｅ　１１７３）、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォ
スフィンオキサイド（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　８１９）、２，４，６－トリメチル
ベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキサイド（ＢＡＳＦ製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　ＴＰ
Ｏ）が好ましい。
【００３９】
　光重合開始剤の添加量は、（Ａ）１００質量部に対して、０．０１～２０質量部の範囲
である。０．０１質量部未満であると硬化性が不足し、２０質量部を超える量で添加した
場合は深部硬化性が悪化する。
【００４０】
　なお、本発明の組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、色材（顔料または染料
）、シランカップリング剤、接着助剤、重合禁止剤、酸化防止剤、耐光性安定剤である紫
外線吸収剤、光安定化剤等の添加剤を配合することができる。
　また、本発明の組成物はその他の樹脂組成物と適宜混合して使用することもできる。
【００４１】
　本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、上記（Ａ）～（Ｅ）成分、並びに必
要に応じてその他の成分を、任意の順序で混合し、撹拌等して得ることができる。撹拌等
の操作に用いる装置は特に限定されないが、擂潰機、３本ロール、ボールミル、プラネタ
リーミキサー等を用いることができる。また、これら装置を適宜組み合わせてもよい。
【００４２】
　本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、２３℃で回転数２ｒｐｍの粘度Ａと
回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂとの比（チクソ比）がＡ／Ｂ＝１．１～１０の範囲であること
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が好ましく、１．５～８．０がより好ましく、１．８～７．０がより一層好ましく、２．
０～６．５がさらに好ましい。チクソ比が１．１未満であると組成物を基板等に塗布した
後に流動してしまい、紫外線照射後に目的の形状の硬化物を得ることが困難となる場合が
ある。チクソ比が１０を超えると作業性が著しく悪くなる場合がある。
【００４３】
　本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物の粘度は、塗布時の形状保持性と作業性
の観点から、回転粘度計を用いて２３℃で測定した回転数１０ｒｐｍにおける粘度が１０
～５，０００Ｐａ・ｓの範囲であることが好ましく、５０～３，０００Ｐａ・ｓがより好
ましく、１００～１，５００Ｐａ・ｓがより一層好ましい。１０Ｐａ・ｓ未満であると組
成物が流動し易くなる場合があり、５，０００Ｐａ・ｓを超えると作業性が著しく悪くな
る場合がある。
【００４４】
　本発明の粘着性紫外線硬化性シリコーン組成物は、紫外線を照射することにより速やか
に硬化する。
　この場合、照射する紫外線の光源としては、例えば、ＵＶＬＥＤランプ、高圧水銀灯、
超高圧水銀灯、メタルハライドランプ、カーボンアークランプ、キセノンランプ等が挙げ
られる。
　紫外線の照射量（積算光量）は、例えば、本発明の組成物を２．０ｍｍ程度の厚みに成
形したシートに対して、好ましくは１～１０，０００ｍＪ／ｃｍ2であり、より好ましく
は１０～６，０００ｍＪ／ｃｍ2である。すなわち、照度１００ｍＷ／ｃｍ2の紫外線を用
いた場合、０．０１～１００秒程度紫外線を照射すればよい。
　本発明において、紫外線照射によって得られた硬化物の粘着力は、特に限定されるもの
ではないが、移送物の剥離性と保持性とのバランスを考慮すると、０．０１～１００ＭＰ
ａが好ましく、０．０２～５０ＭＰａがより好ましい。
【００４５】
　また、本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、各種基材に塗布して紫外線硬
化させることにより、シートやフィルム状等の粘着性物品として利用することができる。
　基材としては、プラスチックフィルム、ガラス、金属等、特に制限なく使用できる。
　プラスチックフィルムとしては、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポ
リエステルフィルム、ポリイミドフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ポリ塩化ビニリデ
ンフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリスチレン
フィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム、エチレン－ビニルアルコール共重合
体フィルム、トリアセチルセルロースフィルム等が挙げられる。
　ガラスについても、厚みや種類などについて特に制限はなく、化学強化処理などをした
ものでもよい。
　なお、基材と粘着剤層の密着性を向上させるために、基材に予めプライマー処理、プラ
ズマ処理等を施したものを用いてもよい。
【００４６】
　塗工方法は、例えば、スピンコーター、コンマコーター、リップコーター、ロールコー
ター、ダイコーター、ナイフコーター、ブレードコーター、ロッドコーター、キスコータ
ー、グラビアコーター、スクリーン塗工、浸漬塗工、キャスト塗工等の公知の塗工方法か
ら適宜選択して用いることができる。
【００４７】
　本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、無溶剤型であるため、硬化物の作製
方法としては、型を用いたポッティングも可能である。
　ポッティングにおける型へ流し込む際に気泡を巻き込むことがあるが、減圧により脱泡
することができる。型としては、例えば、シリコンウエハー上にフォトレジストにより所
望の凹凸をつけたレジスト型を用いることができる。
　硬化後、型から硬化物を取り出したい場合には、組成物を流し込む前に容器に離型剤処
理を施す方が好ましい。離型剤としてはフッ素系、シリコーン系等のものが使用可能であ
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る。
【００４８】
　なお、本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物は、通常、そのまま使用するが、
ハンドリング性、基材への塗布性などの改善が必要な場合には、本発明の特性を損なわな
い範囲において有機溶剤により希釈してから使用することも許容される。
【００４９】
　図１，２に示されるように、本発明の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物の硬化物は
、微小な素子や部品等を移送するための微小構造体転写用スタンプ１００，１０１として
利用することができる。
【００５０】
　微小構造体としては、例えば、ＬＥＤ素子、ドライバーＩＣ、抵抗、コイル、キャパシ
タ、受光素子などの各種電子デバイスを用いることができるが、微小構造体は電気回路素
子に限るものではなく、本発明の微小構造体転写用スタンプにより移送が可能な大きさお
よび重量の構造体であればよい。本発明の微小構造体転写用スタンプにより、特にマイク
ロメートルスケールの微小な素子や部品等の移送工程における生産性を向上させることが
できる。
【００５１】
　図１において、微小構造体転写用スタンプ１００は、基材２００上に本発明の紫外線硬
化型シリコーン粘着剤組成物の硬化物層３００を有して構成されている。この場合、硬化
物層３００の大きさは、基材２００に収まる大きさであればよく、全く同じ大きさでもよ
い。
　基材２００の材質には特に制限はなく、その具体例としては、プラスチックフィルム、
ガラス、合成石英、金属等が挙げられる。厚みや種類などについても特に制限はなく、化
学強化処理などをしたものでもよい。なお、基材と粘着剤層の密着性を向上させるために
、基材に予めプライマー処理、プラズマ処理等を施したものを用いてもよい。微小構造体
移送時の位置ずれを抑制し、移送精度を高めるためには、平坦度の高い合成石英を使用す
ることが好ましい。
【００５２】
　基材２００上の硬化物３００を作製する方法にも特に制限はなく、例えば、基材２００
上に未硬化の紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物を直接塗布して硬化させる方法と、基
材２００上に紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物のシート状硬化物を貼り合せる方法の
いずれでもよい。
　基材２００上に紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物を直接塗布して硬化させる方法で
は、基材２００上へシリコーン粘着剤組成物を塗布後、紫外線照射により硬化することで
微小構造体転写用スタンプ１００を得ることができる。
　塗布方法としては、例えば、スピンコーター、コンマコーター、リップコーター、ロー
ルコーター、ダイコーター、ナイフコーター、ブレードコーター、ロッドコーター、キス
コーター、グラビアコーター、スクリーン塗工、浸漬塗工、キャスト塗工等の公知の塗工
方法から適宜選択して用いることができる。
　また、これらの方法でシリコーン粘着剤組成物を基材に塗布後、プレス成型やコンプレ
ッション成型等を行いながら紫外線照射により硬化させることで、平坦性の高い微小構造
体転写用スタンプ１００を得ることもできる。
【００５３】
　基材２００上に紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物のシート状硬化物を貼り合せる方
法では、材料をシート状に成型後、基材２００に貼り合せることで微小構造体転写用スタ
ンプ１００を得ることができる。
　紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物をシート状に成型する方法としては、例えば、ロ
ール成形、プレス成型、トランスファー成型、コンプレッション成型等の成型方法から適
宜選択して用いることができる。シート状硬化物は、ホコリ等の付着防止や硬化時の酸素
阻害抑制のために、プラスチックフィルムに挟み込む形で成型することが好ましい。また
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、得られたシート状硬化物が所望よりも大きい場合、所望の大きさにカットすることも可
能である。
　また、シート状硬化物と基材２００との密着性を上げるため、これらのいずれか、また
は両方の貼り合せ面にプラズマ処理、エキシマ処理、化学処理等を施してもよい。さらに
、貼り合せ強度を向上させるために、粘着剤・接着剤等を使用してもよい。粘着剤・接着
剤の具体例としては、シリコーン系、アクリル系、エポキシ系等のものが使用可能である
。
　貼り合せ方法としては、ロール貼り合せや真空プレス等を用いることができる。
【００５４】
　微小構造体転写用スタンプ１００中のシリコーン粘着剤硬化物層３００の厚さは、成型
性や平坦性の観点から１μｍ～１ｃｍであることが好ましく、１０μｍ～５ｍｍであるこ
とがより好ましい。
【００５５】
　一方、図２において、微小構造体転写用スタンプ１０１は、基材２０１上に本発明の紫
外線硬化型シリコーン粘着剤組成物の硬化物層３１０を有して構成される。基材２０１と
しては、基材２００と同様のものを使用できる。シリコーン粘着剤硬化物層３１０は、表
面に突起構造３１１を有している。また、突起構造３１１の下部には、ベース層３１２が
設けられていてもよい。
　基材２０１上に硬化物層３１０を作製する方法に特に制限はなく、例えば、基材２０１
上にモールド成型等により直接硬化物層３１０を成型する方法と、基材２０１上に突起構
造３１１を有するシート状硬化物を貼り合せる方法が挙げられる。
【００５６】
　基材２０１上にモールド成型により直接シリコーン粘着剤硬化物層３１０を成型する方
法では、図３に示されるように、基材２０１と型４０１の間に本発明のシリコーン粘着剤
組成物を満たし、紫外線照射により硬化させた後、型４０１を脱型することで微小構造体
転写用スタンプ１０１を得ることができる。
　型４０１としては、例えば、シリコンウエハーや石英基板上にフォトレジストにより所
望の凹凸をつけたレジスト型、紫外線硬化型樹脂にパターン露光して凹凸をつけた樹脂型
等を用いることができる。樹脂型の場合、基材として各種プラスチックフィルムを用いる
ことができる。
　基材２０１と型４０１の間にシリコーン粘着剤組成物を満たす方法としては、基材２０
１と型４０１のいずれか、もしくは両方にシリコーン粘着剤組成物を塗布してから貼り合
せる方法が挙げられる。塗布方法や貼り合せ方法は上述の方法を用いることができる。塗
布時に型４０１に微小な気泡が残る可能性があるが、真空貼り合せや減圧による脱泡によ
り解決できる。
　これらの方法でシリコーン粘着剤組成物を基材に塗布後、プレス成型、コンプレッショ
ン成型、ロールプレス成型等を行いながら紫外線照射により硬化させることで、微小構造
体転写用スタンプ１０１を得ることができる。
【００５７】
　基材２０１上に突起構造３１１を有するシリコーン粘着剤シート状硬化物を貼り合せる
方法では、シリコーン粘着剤組成物を、突起構造３１１を有するシート状硬化物に成型後
、基材２０１に貼り合せることで、微小構造体転写用スタンプ１０１を得ることができる
。
　紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物を突起構造３１１を有するシート状硬化物に成型
する方法としては、型４０１と同様な凹凸を有する型を用いたロール成形、プレス成型、
トランスファー成型、コンプレッション成型等の成型方法から適宜選択して用いることが
できる。
　シート状硬化物は、ホコリ等の付着防止や硬化時の酸素阻害抑制のために、プラスチッ
クフィルム等に挟み込んで成型することが好ましい。また、得られたシート状硬化物が所
望よりも大きい場合、所望の大きさにカットすることも可能である。
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　さらに、シート状硬化物と基材２０１との密着性を上げるため、これらの貼り合せ面に
プラズマ処理、エキシマ処理、化学処理等を施してもよい。また、貼り合せ強度を向上さ
せるために、上述した各種粘着剤・接着剤等を使用してもよい。
　貼り合せ方法としては、ロール貼り合せや真空プレス等を用いることができる。
【００５８】
　突起構造３１１の大きさや配列は、移送対象の微小構造体の大きさや所望の配置に合わ
せて設計可能である。
　突起構造３１１の上面は平坦であり、また、その面形状に制限はなく、円形、楕円形、
四角形等が挙げられる。四角形等の場合、エッジに丸みをつけても問題ない。突起構造３
１１の上面の幅は、０．１μｍ～１ｃｍが好ましく、１μｍ～１ｍｍがより好ましい。
　また、突起構造３１１の側面の形態にも制限はなく、垂直面、斜面等を問わない。
　突起構造３１１の高さは、０．１μｍ～１ｃｍが好ましく、１μｍ～１ｍｍがより好ま
しい。
　空間を隔てて隣り合う突起構造３１１同士のピッチ距離は、０．１μｍ～１０ｃｍが好
ましく、１μｍ～１ｍｍがより好ましい。
　また、ベース層３１２の厚さは、０．１μｍ～１ｃｍが好ましく、１μｍ～５ｍｍがよ
り好ましい。
【００５９】
　以上のような微小構造体転写用スタンプは、装置へ取り付けて微小構造体転写装置とし
て利用できる。装置への取り付け方法に制限はないが、真空チャック、粘着剤シート等が
挙げられる。微小構造体転写装置は、素子等の微小構造体を微小構造体転写用スタンプの
粘着性によりピックアップし、所望の位置へ移動後、リリースすることで、微小構造体の
移送を達成することが可能である。
【実施例】
【００６０】
　以下、実施例および比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれら
の実施例に限定されるものではない。
　なお、実施例で使用した各成分の化合物は以下のとおりである。
（Ａ）成分
【００６１】
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【化５】

【００６２】
（Ｂ）成分
（Ｂ－１）
イソボルニルアクリレート（共栄社化学（株）製ライトアクリレートＩＢ－ＸＡ）
【００６３】
（Ｃ）成分
（Ｃ－１）Ｍｅ3ＳｉＯ1/2単位およびＳｉＯ2単位を含有し、（Ｍｅ3ＳｉＯ1/2単位）／
（ＳｉＯ2単位）のモル比が０．８５であるオルガノポリシロキサンレジン（数平均分子
量３，５００）の６０質量％トルエン溶液
（Ｄ）成分
（Ｄ－１）乾式シリカ（（株）トクヤマ製レオロシールＤＭ－３０Ｓ、比表面積２３０ｍ
2／ｇ）
（Ｅ）成分
（Ｅ－１）２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン（ＢＡＳＦ
ジャパン（株）製Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１１７３）
【００６４】
［実施例１～３］
　上記（Ａ）～（Ｅ）成分を表１の組成で混合し、減圧下にて１００℃でトルエンを留去
し、表１記載の各シリコーン組成物を調製した。なお、表１における組成物の粘度は回転
粘度計を用いて２３℃で測定した回転数１０ｒｐｍでの値であり、チクソ比は２３℃での
回転数２ｒｐｍの粘度Ａと回転数１０ｒｐｍの粘度Ｂとの比Ａ／Ｂより算出した。
　調製したシリコーン組成物を、アイグラフィック（株）製アイＵＶ電子制御装置（型式
ＵＢＸ０６０１－０１）を用い、窒素雰囲気下、室温（２５℃）で、波長３６５ｎｍの紫
外光での照射量が４，０００ｍＪ／ｃｍ2となるように紫外線を照射し、硬化させた。硬
化物の硬度は日本ゴム協会標準規格ＳＲＩＳ０１０１に準じて測定した。
　硬化物の粘着性は、（株）島津製作所製小型卓上試験機ＥＺ－ＳＸにより測定した。具
体的には、１ｍｍ厚の硬化物に１ｍｍ角ＳＵＳ製プローブを１ＭＰａで１５秒間押し付け
た後、２００ｍｍ／ｍｉｎの速度で引っ張った際にかかる負荷を測定した値である。
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【００６５】
【表１】

【００６６】
　表１に示されるように、実施例１～３で調製した紫外線硬化型シリコーン粘着剤組成物
は、適度な粘度とチクソ性を有しており、良好な形状保持性を有している。さらにその硬
化物は、優れた粘着性を有しており、素子等の微小物体を移送するための仮固定材として
有用であることがわかる。
【符号の説明】
【００６７】
１００，１０１　微小構造体転写用スタンプ
２００，２０１　基材
３００，３１０　硬化物層
３１１　突起構造
３１２　ベース層
４０１　型
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